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特集

主な内容 適用時期 関連資料

本稿は、2021年第１四半期に係る主な会計処理・監
査関係の関連資料を一覧形式でまとめたものである。本
稿は、決算期変更などの特段の状況にはない2022年３
月期決算会社の第１四半期決算（2021年４月１日から
2021年６月30日まで）を想定して記載している。ただし、
国際会計基準および「修正国際基準（国際会計基準と企業
会計基準委員会による修正会計基準によって構成される
会計基準）」は本表に含めていない。
表中の公開草案は、本稿の執筆時点（2021年6月1日）

においてのものであり、今後の確定に留意していただき
たい。
2021年６月第１四半期でも、新型コロナウイルス感

染症の影響があると思われるので、関連する取扱いを記
載している。
実務の便宜のため、関連資料に関して本誌で解説され

た掲載号をあわせて示している（注）。
文中意見にわたる部分については私見であることをあ

らかじめ申し添える。

令和３年４月23日に、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急
事態宣言が発令されたことに伴い、次のことについて述べている。
①　金融商品取引法に基づく開示書類（有価証券報告書および内部統制報告

書、四半期報告書、半期報告書等）について、今般の新型コロナウイルス感
染症の影響に伴い、やむを得ない理由により期限までに提出できない場合は、
財務（支）局長の承認により提出期限を延長することが認められている。

②　臨時報告書についても、新型コロナウイルス感染症の影響により臨時報告
書の作成自体が行えない場合には、そのような事情が解消した後、可及的速
やかに提出することで、遅滞なく提出したものとして取り扱われることとなる。

③　上記のほか、新型コロナウイルス感染症により実務上の支障が生じている
などの問題があれば、所管の財務（支）局に相談する。

2021年２月10日に更新された議事概要は、2020年４月９日に開催された第
429回企業会計基準委員会の議事概要の公表から約10カ月を経過した現状を踏
まえ、また、「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準31号）の
適用が開始されることから、審議されたものである。

第429回企業会計基準委員会の議事概要および第432 回企業会計基準委員会
の議事概要で示した考え方のうち、次のことは従来と変わりない。
①　「財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、その合理的な金額を算出

する」うえでは、新型コロナウイルス感染症の影響のように不確実性が高い事
象についても、一定の仮定を置き最善の見積りを行う必要があるものと考え
られる。

②　一定の仮定を置くにあたっては、外部の情報源に基づく客観性のある情報
を用いることができる場合には、これを可能な限り用いることが望ましい。

ただし、新型コロナウイルス感染症の影響については、会計上の見積り
の参考となる前例がなく、今後の広がり方や収束時期等について統一的な見
解がないため、外部の情報源に基づく客観性のある情報が入手できないこと
が多いと考えられる。

この場合、新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり
方や収束時期等も含め、企業自ら一定の仮定を置くことになる。

③　企業が置いた一定の仮定が明らかに不合理である場合を除いて、最善の
見積りを行った結果として見積られた金額については、事後的な結果との間

―

―

新型コロナウイルス
感染症に関連する
有価証券報告書等
の提出期限について

（令和3年4月26日、
金融庁）

①　新型コロナウイ
ルス感 染 症の影
響に関する四 半
期決算における開
示　議事概要「会
計上の見積りを行
う上での新型コロ
ナウイルス感染症
の影響の考え方」

（2020年 ６ 月26
日更新）

②　議事概要「会計
上の見積りを行う
上での 新 型コロ
ナウイルス感染症
の影響の考え方」

（ 2021年2月10
日更新）
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 （注）　関連資料の本誌で解説された掲載号の年表記について、西暦下２桁で表している（例：21.6.20（№1614）→2021年６月20日号）。

特集　2021年６月第１四半期決算の直前対策


